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学校法人東京女子大学 2016年度決算 

 

 2016年度決算が確定いたしましたのでご報告申し上げます。併せて事業活動収支計算書及び貸借対照表につ

いて、2015年度決算との対比でその特徴をご説明いたします。 

 

[事業活動収支] 

１． 事業活動収入 

2016年度事業活動収入は 5,683百万円で、前年度比 919百万円の減収となりました。 

この主な要因は次の通りです。 

・学生生徒等納付金は 81百万円の増収となりました。 

過年度の授業料改定、在籍学生数増により授業料が 71百万円、施設費が 9百万円、入学金が 1

百万円増加したことによるものです。 

・手数料は、入学検定料併願割引の導入により 3百万円の減収となりました。 

・寄付金は、教育活動収支計上額と、特別収支「その他の特別収入」計上額の合計で 176百万円となり

ました。前年度に高額の寄付受入があったため、前年度比では 1,074百万円の大幅減となりました。 

・経常費等補助金は、前年度比 31百万円の減収となりました。 

全体としての補助率低下に加え、本学独自の事情として在籍学生数の増加および繰越収支差額の

増加に伴い補助金の増減率が低くなったことによるものです。 

・雑収入は、57百万円の増収となりました。 

退職者増に伴う退職金財団からの交付金の増加が主たる要因です。 

  

２． 事業活動支出 

2016年度事業活動支出は 5,192百万円で、前年度比 256百万円の減少となりました。 

   この主な要因は次の通りです。 

     ・教育研究経費は 1,538 百万円で、前年度比 92 百万円減少しました。前年度は外国語学習施設や参加

型授業のための設備の充実を図ったことによります。 

・管理経費は 511百万円で、前年度比 102百万円増加しました。学内に新学寮を開設したことに伴う初

期費用支出と、受験生向け等の広報強化を図ったことによるものです。 

・資産処分差額は 1百万円で、前年度比 177百万円の大幅減となりました。前年度には図書の除却や新

学寮建設に伴う旧学寮の除却を行なったことによります。 
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３．基本金組入額は、純額で 444百万円、前年度比 173百万円の増加となりました。また、会計基準改正に

伴う見直しにより第 4号基本金から 35百万円を取り崩しました。 

  

以上の結果、基本金組入前当年度収支差額は 490百万円で、前年度比 662百万円の減少、基本金組入後

の当年度収支差額は 45百万円、前年度繰越収支差額にこれを加算した翌年度繰越収支差額は、853百万円

となりました。                                                                      

 

[貸 借 対 照 表] 

  １．総資産は 30,514 百万円で、固定資産の償却進行を主体に前年度比 276 百万円減少しました。負債は、

前年度末に完成した新学寮に関わる建設費未払金の減少等により、前年度比 766 百万円減少し 4,381 百

万円となりました。純資産額は 490百万円増の 26,132百万円となり、総資産に占める比率も 85.6％、前

年度比 2.3％増加しました。 

            

２．2016年度決算において下記の引当特定資産の繰入、取崩を行ないました。 

 

  繰入額 取崩額 残高  

１. 第 2号基本金引当特定資産 286百万円 176百万円  648百万円  

２. 第３号基本金引当特定資産 1百万円 0百万円 806百万円  

３. 減価償却引当特定資産 300百万円 0百万円 5,700百万円   *1 

４. 退職給与引当特定資産 200百万円 0百万円 2,200百万円 *2 

５. 維持協力会引当特定資産 0百万円 0百万円 135百万円  

６. 学部再編成準備引当特定資産 0百万円 8百万円 507百万円  

７. 「挑戦する知性」奨学金引当特定資産 0百万円 0百万円 1,000百万円  

８. 学生生活援助金引当特定預金資産 0百万円 0百万円 4百万円  

 合  計 787百万円 184百万円 11,001百万円 *3 

 

（＊１）減価償却額累計額の合計額は 8,566百万円で、見合い資産の引当率は 66.5％です。 

（＊２）退職給与引当金は 3,018百万円で、見合い資産の引当率は 72.9％です。 

（＊３）表示額は、項目ごとに百万円未満を切り捨てて表示しているため、合計額は表示額の合計と 

必ずしも一致しません。 

 

以上 











置動区」盆凩銀匡蛙遅窪曇

平成128年 4月  1日 から

平成29年 3月 31日 まで

(単位 :円 )

教
育
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科 目 金  額

収

入

学生生徒等納付金収入 4,412,062,132

手数料収入 230,983,064

特別寄附金収入 110,912,363

経常費等補助金収入 383,361,471

付随事業収入 137,718,290

雑収入 269,457,600

施設設備利用料収入 14,045,268

印刷収入 1,565,991

私立大学退職金財団交付金収入 228,690,200

その他の収入 25,156,141

教育活動資金収入計 5,544,494,920

支

出

人件費支出 3,173,446,832

教育研究経費支出 981,916,750

管理経費支出 369,438,979

教育活動資金支出計 4,524,802,561

差引 1,019,692,359

調整勘定等 △ 43,709,577

教育活動資金収支差額 975,982,782

施
設
整
備
等
活
動

に
よ
る
資
金
収
支

科 目 金  額

収

入

施設設備寄附金収入 52,886,558

第 2号基本金引当特定資産取崩収入 176,494,131

施設整備等活動資金収入計 229,380,689

支

出

施設関係支出 185,371,731

設備関係支出 93,169,629

第 2号基本金引当特定資産繰入支出 286,000,000

施設整備等活動資金支出計 564,541,360

差引 △ 335,160,671

調整勘定等 △ 737,939,638

施設整備等活動資金収支差額 △ 1,073,100,309

小計 (教育活動資金収支差額+施設整備等活動資金収支差額 ) △ 97,117,527
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( :円 )

科 目 金  額

借入金等収入 67,100,000

有価証券売却収入 1,031,857,985

学部再編成準備引当特定資産取崩収入 8,335,791

貸出奨学金回収収入 61,309,500

預り金受入収入 1,040,506

小計 1,169,643,782

受取利息・配当金収入 128,148,974

収

入

その他の活動資金収入計 1,297,792,756

借入金等返済支出 57,800,000

有価証券購入支出 330,134,686

第 3号基本金引当特定資産繰入支出 1,857,985

減価償却引当特定資産繰入支出 300,000,000

退職給与引当特定資産繰入支出 200,000,000

貸出奨学金支払支出 46,880,000

立替金支払支出 2,113,159

小計 938,785,830

支

出

その他の活動資金支出計 938,785,830

359,006,926差 引

調整勘定等
∩

Ｖ

359,006,926

そ

の
他

の
活
動

に
よ

る
資
金
収
支

その他の活動資金収支差額

支払資金の増減額 (小計十その他の活動資金収支差額 ) 261,889,399

前年度繰越支払資金 2,898,396,611

翌年度繰越支払資金 3,160,286,010



活動区分ごとの調整勘定等の計算過程は以下のとおり。

項 目
資金収支
計算書計上額

教育活動
による資金収支

施設整備等活動
による資金収支

その他の活動
による資金収支

前受金収入 933,725,120 933,725,120

前期末未収入金収入 163,374,018 163,374,018

期末未収入金 △ 200,921,637 △ 200,921,637

前期末前受金 △ 910,813,148 △ 910,813,148

収入計 △  14,635,647 △  14,635,647

807,378,352 68,682,714 738,695,638前期末未払金支払支出

前払金支払支出 23,864,108 23,864,108

期末未払金 △  39,896,069 △ 39,140,069 △  756,000

△ 24,332,823 △ 24,332,823前期末前払金

支出計 767,013,568 29,073,930 737,939,638

収入計―支出計 △ 781,649,215 △  43,709,577 △  737,939,638



(単位：円)
科目 予　　算 決　　算 差　　異

学生生徒等納付金       4,339,210,000       4,412,062,132        △72,852,132 
　授業料       2,981,920,000       3,037,177,500        △55,257,500 
　入学金         319,680,000         319,720,000            △40,000 
　実験実習料          24,320,000          24,899,632           △579,632 
　施設設備資金       1,013,290,000       1,030,265,000        △16,975,000 
手数料         234,490,000         230,983,064           3,506,936 
　入学検定料         226,970,000         222,905,000           4,065,000 
　試験料             500,000             335,400             164,600 
　証明手数料           3,020,000           3,418,770           △398,770 
　大学入試センター試験実施手数料           3,800,000           4,173,032           △373,032 
　その他の手数料             200,000             150,862              49,138 
寄附金         146,650,000         112,587,397          34,062,603 
　特別寄附金         145,350,000         110,912,363          34,437,637 
　一般寄附金             300,000                   0             300,000 
　現物寄附           1,000,000           1,675,034           △675,034 
経常費等補助金         407,660,000         383,361,471          24,298,529 
　国庫補助金         406,660,000         382,461,000          24,199,000 
　地方公共団体補助金           1,000,000             900,471              99,529 
付随事業収入         123,100,000         137,718,290        △14,618,290 
　補助活動収入         101,510,000         105,856,395         △4,346,395 
　附属事業収入          13,820,000          17,372,000         △3,552,000 
　受託事業収入           7,770,000          14,489,895         △6,719,895 
雑収入         260,880,000         269,457,600         △8,577,600 
　施設設備利用料          15,000,000          14,045,268             954,732 
　廃品売却収入              10,000                   0              10,000 
　入試関係収入           2,700,000                   0           2,700,000 
　印刷収入           2,100,000           1,565,991             534,009 
　私立大学退職金財団交付金         206,680,000         228,690,200        △22,010,200 
　その他の収入          34,390,000          25,156,141           9,233,859 
教育活動収入計       5,511,990,000       5,546,169,954        △34,179,954 

科目 予　　算 決　　算 差　　異
人件費       3,221,020,000       3,140,920,149          80,099,851 
　教員人件費       1,725,200,000       1,690,787,433          34,412,567 
　職員人件費       1,118,520,000       1,135,289,879        △16,769,879 
　役員報酬           4,170,000           4,012,320             157,680 
　退職金及び退職給与引当金繰入額         373,130,000         310,830,517          62,299,483 
教育研究経費       1,668,030,000       1,538,779,729         129,250,271 
　用品費          23,270,000          16,962,599           6,307,401 
　消耗品費         159,250,000         146,568,684          12,681,316 
　光熱水費         107,100,000          90,909,059          16,190,941 
　印刷製本費          69,860,000          63,122,873           6,737,127 
　通信費          20,740,000          19,575,280           1,164,720 
　旅費交通費          37,460,000          25,863,024          11,596,976 
　修繕費          52,610,000          40,313,140          12,296,860 
　委託費         470,330,000         438,926,501          31,403,499 
　損害保険料          10,680,000          10,433,476             246,524 
　奨学費          51,270,000          38,222,260          13,047,740 
　補助費           5,430,000           3,828,273           1,601,727 
　福利費          13,120,000          12,943,692             176,308 
　広告費             140,000           7,979,468         △7,839,468 
　報酬・手数料          47,020,000          40,285,047           6,734,953 
　賃借料          33,800,000          14,325,827          19,474,173 
　会合費           5,110,000           3,971,361           1,138,639 
　諸会費          10,490,000           9,287,012           1,202,988 
　雑費             190,000              74,208             115,792 
　減価償却額         550,160,000         555,187,945         △5,027,945 

 事業活動収支計算書 

平成28年 4月 1日から
平成29年 3月31日まで

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
支
出
の
部
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(単位：円)

管理経費         515,780,000         511,617,275           4,162,725 

　用品費          34,830,000          17,865,876          16,964,124 

　消耗品費          33,480,000          40,666,722         △7,186,722 

　光熱水費          24,010,000          20,555,877           3,454,123 

　印刷製本費          36,440,000          30,646,241           5,793,759 

　通信費          16,430,000          15,358,905           1,071,095 

　旅費交通費           8,320,000           4,592,225           3,727,775 

　修繕費          38,650,000          26,507,447          12,142,553 

　委託費          97,560,000         106,468,060         △8,908,060 

　損害保険料           1,450,000           1,613,864           △163,864 

　福利費           7,050,000           5,737,154           1,312,846 

　広告費          55,870,000          52,603,697           3,266,303 

　報酬・手数料          24,370,000          21,823,142           2,546,858 

　賃借料           6,260,000           2,218,186           4,041,814 

　会合費           2,020,000           1,121,973             898,027 

　公租公課           5,850,000           5,248,250             601,750 

　諸会費           5,150,000           4,941,150             208,850 

　寄附金           1,000,000             962,538              37,462 

　経常費補助金返還                   0             649,000           △649,000 

　雑費           2,420,000           9,858,672         △7,438,672 

　減価償却額         114,620,000         142,178,296        △27,558,296 

徴収不能額等           1,050,000                   0           1,050,000 

　徴収不能引当金繰入額           1,050,000                   0           1,050,000 

教育活動支出計       5,405,880,000       5,191,317,153         214,562,847 

        106,110,000         354,852,801       △248,742,801 

科目 予　　算 決　　算 差　　異

受取利息・配当金          67,970,000          72,825,259         △4,855,259 

　第３号基本金引当特定資産運用収入          11,720,000           7,879,156           3,840,844 

　その他の受取利息・配当金          56,250,000          64,946,103         △8,696,103 

その他の教育活動外収入                   0                   0                   0 

教育活動外収入計          67,970,000          72,825,259         △4,855,259 

科目 予　　算 決　　算 差　　異

借入金等利息                   0                   0                   0 

その他の教育活動外支出                   0                   0                   0 

教育活動外支出計                   0                   0                   0 

         67,970,000          72,825,259         △4,855,259 

        174,080,000         427,678,060       △253,598,060 

科目 予　　算 決　　算 差　　異

資産売却差額                   0                   0                   0 

その他の特別収入          57,000,000          64,179,529         △7,179,529 

　施設設備寄附金          55,000,000          52,886,558           2,113,442 

　現物寄附           2,000,000          11,292,971         △9,292,971 

特別収入計          57,000,000          64,179,529         △7,179,529 

科目 予　　算 決　　算 差　　異

資産処分差額           6,500,000           1,549,290           4,950,710 

　建物処分差額                   0              77,002            △77,002 

　教育研究用機器備品処分差額                   0           1,146,637         △1,146,637 

　管理用機器備品処分差額                   0                   5                 △5 

　図書処分差額           6,500,000             325,646           6,174,354 

その他の特別支出                   0                   0                   0 

特別支出計           6,500,000           1,549,290           4,950,710 

         50,500,000          62,630,239        △12,130,239 
（　　　　　　　0)

30,000,000
30,000,000 

        194,580,000         490,308,299       △295,728,299 
      △456,660,000       △444,542,614        △12,117,386 
      △262,080,000          45,765,685       △307,845,685 
        904,200,000         772,410,457         131,789,543 
         11,400,000          35,000,000        △23,600,000 
        653,520,000         853,176,142       △199,656,142 

      5,636,960,000       5,683,174,742        △46,214,742 
      5,412,380,000       5,192,866,443         219,513,557 

（参考）
事業活動収入計
事業活動支出計

基本金組入前当年度収支差額
基本金組入額合計
当年度収支差額
前年度繰越収支差額
基本金取崩額
翌年度繰越収支差額

【予備費】

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
支
出
の
部

教育活動収支差額

教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動

収
入
の
部

事
業
活
動

支
出
の
部

教育活動外収支差額

経常収支差額

特
別
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
支
出
の
部

特別収支差額
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注記事項 

 

１．重要な会計方針 

 （１）引当金の計上基準 

  ①徴収不能引当金 

   長期貸付金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上してい

る。 

  ②退職給与引当金 

教職員の退職金の支給に備えるため、期末要支給額 1,927,846,000 円を基にして、私立

大学退職金財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入調整額を加減した金

額を計上している。 

また、退職金の一部の年金支給に備えるため、退職金規定に基づく年金給付債務の額を

計上している。 

 

（２）その他の重要な会計方針 

①有価証券の評価基準及び評価方法 

   満期保有目的有価証券の評価基準は償却原価法である。 

  ②預り金その他経過項目に係る収支の表示方法 

   仮払金、立替金及び預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。 

 

２．重要な会計方針の変更等 

   該当事項なし。 

 

３．減価償却額の累計額の合計額  8,566,513,350 円 

 

４．徴収不能引当金の合計額  7,466,250 円 

 

５．担保に供されている資産の種類及び額 

   該当事項なし。 

 

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 

                57,772,157 円 

 

７．当該会計年度の末日において第 4 号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨 

と対策 

第 4 号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。 
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I   資産総額 30,514,186,216 円

内 １　基本財産 14,953,574,839 円

２　運用財産 15,560,611,377 円

ＩＩ  負債総額 4,381,686,554 円

III 正味財産 26,132,499,662 円

一　資産額 　

　（一）基本財産 14,953,574,839    円

　　　１　土地 2,444,375,181      円

　　　　　　校地　（善福寺） 94,533.00     ㎡ 2,287,804,181      円

　　　　　　校地　（吉祥寺） 381.00         ㎡ 156,571,000        円

　　　２　建物 8,479,500,873      円

　　　　　　校舎 36,638.25     ㎡ 4,663,746,663      円

　　　　　　校舎　（吉祥寺） 150.78         ㎡ 1                       円

　　　　　　講堂 1,336.09       ㎡ 151,109,771        円

　　　　　　図書館 5,762.86       ㎡ 830,210,778        円

　　　　　　体育館 2,731.86       ㎡ 648,811,054        円

　　　　　　寄宿舎 8,709.24       ㎡ 1,983,034,658      円

　　　　　　その他 2,660.06       ㎡ 202,587,948        円

　　　３　構築物 110              点 854,764,208        円

　　　４　機器備品 8,393           点 322,426,135        円

　　　５　図書 566,280        冊 2,823,775,578      円

　　　６　車両 2                 台 2                       円

　　　７　ソフトウェア 24               点 28,732,862          円

　（ニ）運用財産 15,560,611,377    円

　　　１　預貯金、現金 3,160,286,010      円

3,309,165           円

3,318,121           円

2,256,613,925      円

700,672,131        円

196,372,668        円

　　　２　特定資産 11,001,971,175    円

　　　３　有価証券 775,201,181        円

　　　４　不動産 3 件 8,169,109           円

　　　５　電話加入権 401,500              円

　　　６　長期貸付金 385,539,250        円

　　　７　未収入金 200,921,637        円

　　　８　前払金 23,864,108          円

　 　 ９　立替金 4,257,407           円

30,514,186,216    円

　　　　　　 当座預金

　　　　　　 普通預金

　　　　　　 定期預金

　　　　　　 郵便振替

合　　　　計

         学校法人東京女子大学

　　　　　      　　平成28年度　財　　産　　目　　録　　    　   平成29年3月31日現在

区　　　　分 金　　　額

　　　　　　 現金　現金手許有高
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区　　　　分 金　　　額

ニ　負債額

　　　１　固定負債 3,221,481,854      円

　　　　　（１）長期未払金 10               20,571,943          円

　　　　　（２）学校債 830              182,600,000        円

　　　　　（３）退職給与引当金 3,018,309,911      円

　　　２　流動負債 1,160,204,700      円

　　　　　（１）１年以内償還予定学校債 63,000,000          円

　　　　　（２）未払金 78,596,283          円

　　　　　（３）前受金 933,725,120        円

　　　　　（４）預り金 84,883,297          円

4,381,686,554      円

26,132,499,662    円

合　　　　計

三　正　味　財　産

- 13 -
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監 査 報 告 書 

2017 年 5 月 18 日 

 

学校法人 東京女子大学 

理  事  長   氏家 純一殿 

評議員会議長 慶田 勝美殿 

 

学校法人 東京女子大学 

                            

                             監 事 河  幹夫 ㊞ 

 

                             監 事 神保 正男 ㊞ 

 

   私たち監事は、私立学校法第 37 条第 3 項の規定に基づき、学校法人東京女子大学の

2016 年度（平成 28 年度）における業務及び財産の状況につき監査を行った。 

 

１．監査方法の概要 

   監事は監査計画に従い、理事会、評議員会等、法人の重要な会議に出席するほか、

理事長、学長、常務理事、事務局長及び内部監査室と随時意思の疎通を図った。 

   また、監査人である「有限責任 あずさ監査法人」とは定期的に意見交換を行い、監

査人による会計監査の結果を踏まえつつ、計算書類にも検討を加えた。 

   なお、業務に関しては、通例の監査のほか、理事会と教授会の連携等、学内ガバナ

ンスの確立にむけての努力についても関心を払ってきた。 

 

２．監査の結果 

 （１）2016 年度の法人の業務としては、キャンパス整備計画及び、2018 年の現代教養学

部学科再編を含む教学改革等重要な課題への対応がなされた。監事は、これらの

法人業務が通常の業務と併せて、適切に運営、実施がなされたものと認める。 

 （２）会計処理は、適正かつ妥当に行われており、財産目録、貸借対照表、収支計算書

は、いずれも学校法人会計基準に則り、適正に作成されている。 

 （３）2017 年度においても、諸課題への対応にあたって要請される、学内ガバナンスの

確立についての全学的取り組み、および財務上の諸課題に対して、監事としても

引続き関心を払っていきたい。 

以上 

 



 

 

独立監査人の監査報告書 
 

平成 29年５月 19日 

学校法人 東京女子大学 

理事会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 田 中  敦  ㊞ 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 守 谷 徳 行 ㊞ 

 

当監査法人は、私立学校振興助成法第 14条第３項の規定に基づく監査報告を行うため、平成 27年３月 30

日付け文部科学省告示第 73 号に基づき、学校法人東京女子大学の平成 28年度（平成 28年４月１日から平成

29 年３月 31 日まで）の計算書類、すなわち、資金収支計算書（人件費支出内訳表を含む。）、事業活動収支計

算書、貸借対照表（固定資産明細表、借入金明細表及び基本金明細表を含む。）、重要な会計方針及びその他

の注記について監査を行った。 

 

計算書類に対する理事者の責任 

理事者の責任は、学校法人会計基準（昭和 46 年文部省令第 18 号）に準拠して計算書類を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類を作成し適正に表示する

ために理事者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を

得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手

続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて

選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監

査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類の作成と

適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、理事者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに理事者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の計算書類が、学校法人会計基準（昭和 46 年文部省令第 18 号）に準拠して、学校法

人東京女子大学の平成 29 年３月 31 日をもって終了する会計年度の経営の状況及び同日現在の財政状態をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

学校法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 


